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〈 論 文要 旨〉

　損益分岐分析 は こ れ ま で 様 々 な拡張が な され て きて お り，全部原価 計算 の 下 で の 損

益 分岐分析 もそ の
一

拡張形態で あ る．こ れは 製造 固定費 を製品原価 とする こ と に よ っ

て，「期首 在庫高 と期末在庫高 は等 しい 」 とい う仮 定が 満 た され なか っ た場合 に損 益分

岐分析 で 計算 され る 利益 と損益計算書 の 利益 と が 乖離す る とい う問題 に 対 して
一

つ の

解答 を示 し て い る ． と こ ろ が
，

こ の 手法 は販売費及 び
一

般管理 費に属す る 事業税や 法

人税等 に属す る法 人税 ， 道府県民税の 法人税割 お よ び市町村民税の 法 人税割 と い っ た

企 業の 所得 に対 し て 変動する 租税 を考慮 して お らず， した が っ て利益 の 乖離は い まだ

存在 して い る．利益計画の 際 に，あ る い は経営分 析 を行 う際に も，当期純利益や 租税

に関 す る情報 を経 営者 に提供す る こ とは極 め て 重 要 で あ る ．そ こ で 本研 究 は，わ が 国

の 現行制度 の もと で 発生基準 に した が い 上 記租税 を計上 し ， 製 造固定費 を実際配賦 率

ある い は 期待実際操業度 を用 い た 予定配 賦率 に よ っ て 配賦す る 場合 に つ い て
， 全部原

価計算 に 基 づ く損益 分 岐分 析 に 原 価 ビ ヘ イ ヴ ィ ア と して の 租税関数 を導入 す る こ と に

よ り こ の 分 析 を よ り有 用性 の 高 い 技 法 へ と拡 張 す る．さ らにそ れ を基 礎 と して ， 売 上

高一生 産高平面 に 目標利益や 売上 高利益率等 の 様 々 な 目標 の 達成領域 と販売制約や 製

造制 約 に よ っ て示 され る実行可 能領 域 を図示 し，任 意 の 売上 高 ・生 産 高が 与え られ た

と き，それ が どの 目標 や制約 を満た し て い る の か，ある い は 目標問 の 相互 関連性 は ど

うな っ て い る の か と い っ た 利益計画 に 有用 な情報 を視覚的に 提 供する 方法 を提案す る ．

〈 キ
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1． は じ め に

　管理 会計上 の 手法 で 利益計画 等で 有用 な伝統的損益 分 岐分析 は
，

こ れ まで 必 要に 応 じて

様 々 な拡張 が な され て きて い る ．例 えば
，
Jaedicke ・Robichek ［2］に よ る不 確実性 下 の

CVP 分析 ，
　 Jaedicke［1］に よる 多品種 CVP 分析 ，片岡［3］，昆［41 に よる設備投資問題 へ の

適用 ，山下 ［7］に よ る伝統 的損益分 岐 分 析 へ の 租税 関 数の 導入 等 は その 例 で ある ．同様 に
，

全 部原価計算 の 下 で の損益 分岐分析 もSolomo ロ s ［6］，　 McGrail ・Furlong ［5］に よ っ て 展 開

さ れ た その 拡張 形態 の
一

つ で あ り， こ れ は製 造 固定 費 を製 品原価 とす る こ と に よ っ て ，

「期首在庫高 と期末在庫高 は等 しい 」 とい う仮 定が 満 た され な か っ た場合 に損益分 岐分 析

で 計算 され る 利益 と損益計算書 の 利益 とが 乖離す る とい う問題 に対 して
一

つ の 解答 を示 し

て い る ． とこ ろ が
，

こ れ らの 研 究 は販売費及び 一
般管理費に属 す る事業税や 法人 税等 に 属

す る 法人税 ，道府県民税お よび市町村民税 と い っ た租税 （本研 究で 租税 とは ，前述 の 4 つ

を指す ）を考慮 して お らず ， 租税控 除前利益 に関 す る 情報 しか 与 える もの で は な か っ た．

短期利益計画 設 定過 程 に お い て 見積損益計算 書 を作成す る 場合 も， あ る い は 実績損益計算

書の 経営分析 を行 う場合 で も，当期純利益 や 租税 が活動量 に 応 じて い か に 変化す る の か と

い っ た 情報を経営者 に提供する こ とは極め て 重要で ある ．

　 そ こ で 本研究 で は
，

わが 国の 現行制度 の もとで 発生 基準 に し たが い 租税 を計上 す る場合

に つ い て ，全 部原価計算 に 基づ く損益分岐分析 に原価 ビ ヘ イ ヴ ィ ア と して の 租税 関数 を導

入 す る こ とに よ り， こ の 分 析 を よ り有用 性の 高い 技法 へ と拡張す る こ と，お よび売上 高
一

生 産 高平 面 を用 い て 目標利 益 や 売上 高利 益率等の 様 々 な 目標 の 達 成 領 域等 を図示 し， 利益

計画 の 際 に有用 となる 情報 を提供 する こ とが で きる よ うな技法 を提案す る こ と を目的 とす

る ．た だ し道府 県民税 と市町村 民税 の 均等割 に つ い て は
， その 額が 小 さ く， 本質 を損 なわ

ず に 分析 を単純 化す る ため ，本研 究 に お い て は特 に 取 り扱 わ な い ． も し均等割 を含め る必

要が ある場合 には ，容易 に 分析 へ 導入 す る こ とが で き る こ と を指摘 して お く． さ らに ，本

研究で は 法人税等 を費用 と して 取 り扱 うこ と を前提 として 検討を進 め る ．

2． 本研究 に お け る 仮定 と記号の 定義

　本研 究で 用 い る 主な記号は
， 次の 通 りで あ る．た だ し ， 下付添字 tは 当期 をあ らわ し， 下

付添字 t−1 は前期 をあらわす もの とする ． さらに 上付添字 ＊ は
， 目標値を表す もの とする ．

　R ：収益 ，S ： 売上高，　 RN ：営業外収益 ・特別利益 （以下 ，営業外収益等），

　E ：費用 ，　 E ：租税以外 の 費用 ，　 Cs ：売上 原 価 ，　 Es ： 販売費及 び 一
般管理費 ，

　Vp ：製造変動費率 ，　 Vs ：販 売変動 費率 ，　 Fp ：製 造 固定費 ，
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　Fs ： 販 売 固定費及 び 一般 管 理 費，　 FN ： 営業外 費用 ・特別損失 （以 下 ，営業外 費用 等），

　Sp ： 生 産高 ，　 SB ： 期首在庫 高 ，

　 π T ： 課税所得，　 R ゲ 益 金 ，　 ET ：損金 ，　 ET ：租税以外 の 損金 ，

　R
＋

： 収益 で な い が益金 とな る項 目 ，　 R
−

： 収益で あ るが 益金 とな らない 項 目 ，

　亙
＋

： 租税 を別 と して 費用 で な く損金で ある 項 目 ，

　E
−

： 租税 を別 と して 費用 で あ り損 金 で な い 項 目
，

　δ ：租税控 除前利益 （税引前当期純利益 に事業税 を加 えた もの ） を課税所得 に変換する

　　 ため の 正 味 加 算 （減算 ）額 ，

　T ： 租税 ，
T 、 ：法人税 ，

λ 、：法人 税率 ，
　 T2 ：住民税（道府県民税 と市町村民税 の 和 ），

　λ 2 ：住民税率，T ， ：事業税，　 T3 ’

： 事業税当期申告額，λ ， ： 事業税率 ，λ T ：単純合算税率 ，

　π 1 ：売上 総 利益 ，　 π 2 ：営業利益 ，　 π 3 ：税 引前当期純利益 ，　 π ： 当期純利益 ，

　γ：売上 高利益率 ，　 m ：MIS 比率 ，

　ST ：課税 分岐売上 高 （課税所得が ゼ ロ とな る 売上 高），

　SBe ： 損益分 岐 売上 高 （当期純利益が ゼ ロ と なる 売上 高〉．

　こ こ で 生産高 や期首在庫 高 とは
， それ ぞ れ ， 製 造 数量 と期 首 製 品数 量 を売上高 ベ ース で

表 した もの で あ る ．

　また 本研究で は
， 次の 4 つ を仮定す る ．

　（1）法人税お よ び事業税の 各税率 は
一

定 とす る ．

　（2）売上 原価の 計算 は先入 先出法 に よ る．

　（3）製造 固定費の 配 賦 は，実際配賦 率 に よ っ て行 うか，予定配 賦率 を用 い る場合 は基準

　　 操業度 と して 期待実際操業度 を用 い る もの とす る．

　（4）製品 ミ ッ ク ス は一
定 とする ．

　 まず 仮 定（1）は ， 法 人 税 率や 事業税率 は累進 税 率 で あ る が ，課税所得が 800 万 円 まで で

税率の 全 て の 変化が 終わ っ て しまう． した が っ て 関連 活動 量 が こ の 額 よ りか な り高 い 位置

に ある 企業で は
， 各税率 の 最高税率 を用 い て近似す る こ とが で きる ．

　次 に 仮定（2）は ， 売上 原価 の 計算法 に は ，そ の 他 に も平均 法や 後入 先 出法等 が ある が ，

本研究で は ， 先入 先出法 を仮定する ．

　次 に 仮定（3）は
， 製造 間接費 ， す な わ ち製造 固定費の 製 品へ の 配賦 に 関 して 予 定配賦 率

を用 い る場合 に は
， 操業度 と して他 に 平均操業度等が 存在する が

，
こ こ で は期待実際操業

度 を用 い て い る 企 業 を前提 と して い る こ と を述 べ て い る．

　最後 に 仮定（4）は
， 伝 統的損益 分岐分析で お かれ る 仮定 をその まま保持 して い る ． した

が っ て
，

こ の 点 に 関 して は伝 統 的損益 分岐分析 と 同様 の 限 界が 生 じる こ と を指摘 して お
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く．

　た だ し ， 仮 定 （1）お よ び 仮 定（2）は ，必 要 に応 じて容 易 に取 り外 し うる ．

3． 租税 に つ い て

　本研究で 取 り扱 う租税 の うち ， 法人税 T
、 t 及 び事業税 T3

、
は課税所得 π Tt を課税標準 と

する こ とか ら，それ ぞ れ 次の よ うに 計算 され る ．

　　 Tl
‘

＝ λ 1 π コ
・
， 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1）

　　 T3 ，
＝ λ 3 π Tt 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2）

ま た住民税 T2 ‘
は 法人 税 Tl ‘ を課税 標準 とす る こ とか ら ，

　　T2 ，
＝ λ 2T 、、

＝ λ 2 λ、 π Tt 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （3）

となる ． したが っ て
， 租税 T

，
は式（1）か ら式（3）まで の 和 を と り，

　　 T ‘
＝ ｛（1＋λ 2 ）λ 1＋ λ 3 ｝π Tt ＝ λ T π Tt 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

と計算 され る ．課税所得 π Tt は
， 益金 RT

，
か ら損金 ET

，
を控除 して 以 下 の よ うに 定義 され

る ．

　　 π Tt ＝ RTt − ET ， 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （5）

益金 RT
，
は

， 収益 に 無償譲渡か ら生 じ る益 金の よ うに 収益 で な い が 益金 とな る項 目R ＋

t を

加 え ， 受取配当金 に代表 さ れ る 収益で あ る が益金 とな らな い 項 目R
”

，
を控除 し

，

　　RTt ＝ Rt ＋ R
’

t
− R   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

と定義 され る． また ，租税以外 の 損金 ET ， は，租税 を別 と して ，繰越 欠損金 の よ うに費用

で な く損金 で あ る項 目E
＋

t を加 え
， 限度額 を超 え た交際費等 の よ うに 費用 で あ り損金 で な

い 項 目 E
”’

，
を控 除 して

，

　　 ETt ＝ Et ＋ E
＋

t
− E

−
t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （7）

とな る ．ま た
， 租税 で 損金 とな るの は

， 事業税の 当期 申告額 （前期 の 確定 申告分 と当期 の

中 間申告分 の 和）T3 ，

’

で あ るの で ， 損金 ET ， は ，

　 ETt ＝ ETt ＋ T3t ，

＝ Et ＋ E ＋

t
− E

−
t ＋ T3t ，

とな る ． したが っ て ，課税所得 lc　Tt は次 の よ うに書 き改め る こ とが で き る ．

　　za　T ，
＝ R ，

− Et ＋ （R
＋

，
− R

−
t
− E

’

t ＋ E
一

厂 T3 ，

’
）

　　　　＝ R
，
− E

，
＋ δ t

こ れ よ り， 課税所得 π　Tt に対す る租税関tw　T （π Tt ）は次 の よ うに な る．

（8）

（9）
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T （π Tt ）＝

0 （π Tt ＜ 0 ）

（10）

・λ T π Tt 　　 （π Tt ≧ 0 ）

4 ． 租税 を考慮 した全部原 価計算 の 下 で の 損益分 岐分 析

　 こ こ で は ，式（10）で 示 され る 租税 関 数 を全 部原 価 計 算の 下 で の 損益 分 岐 分析 に導入 す る ．

まず収益 R
，
は

， 売上 高 St と営業外収益 等 RNt の 和 と して
，

　　R
，

＝ 8
♂

＋ RN
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （11）

と求め られ る．次に費用 E ，
は

， 売 上原 価 CSt ，販売 費及 び 一般 管 理 費 E 翫 ， 営 業外 費用 等

FN
，お よ び法人税等（T

、 t ＋ T2
， ）の 和 と して 次の よ うに な る ．

　　 E
，

＝ Cst ＋ Est ＋ FiN
，

＋ （Tlt ＋ T2t ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12 ）

　 ま ず売 上 原価 CSt は ，期 首 製 品棚 卸 高 に 当期 製 品製造 原価 を加 え ，期 末 製 品棚 卸

高 を控 除 した もの と して 定義 され る． こ れ は，売上 原 価 の 計算 を先入 先出 法 に よ っ て 行 う

場合 に は ，次 の よ うに な る．

　　　 　　　　 　　　　 Fp
， t − 1

　　　 　　　 ω P ， t− 1 ＋　　　 　　　　 　　　　 　　　　 ）St
　　　 　　　　 　　　　 8P

， t一工

　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　（S ， ＜ SBt の と き ）

　　CSt ＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Fp ．t − 1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Fp
，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）SBt ＋ （VPt ＋　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　）（St − 8Bt ）　 　 　 　 　 　 （Vp ，t − 1 ＋

　　　 　　　　 　　　　 Sp
， t − 1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 SPt

　　　　　　　　　　　　　　　　　（S ，
≧ SBt の とき）

こ の 式（13 ）は ， 売上 高が期首在庫高 SBt よ り低 い 部分 に は
， 売上原 価の 計算 に 前期 の 製品

単位原 価 ・Vp
・ t− ・ ＋ 舞 i髄 用 ・れ・ それ 以上 ・ 部分 に ・ 当期・ 製 ・単位原 価

・v ・ t ・ 舞 ・が 齟 ・れ る こ ・ を示 ・・ V ・ る ・

　次 に
， 販売費及 び一

般管理費 ESt は
， 販売変動eVVSt， 販売固定費及 び一

般管理 ttFSt，

そ して 事業税 T3t の 和 と して 次 の よ うに 表 され る ．

　　ESt ＝ vSt ＋ FSt ＋ T3t ＝ vstS
，

＋ FSt ＋ T3t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）

従 っ て
， 費用 E ，

は
， 式（12 ）に式（13）と式（14 ）を代入 し ，

∴
… 舞 灘 蛸

（15 ）
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　　　　　1　　　　　　（v ・ ，t − ・ ＋ Vs
・　・9t：；≡｝）SBt ・ （VPt ＋ v … ｛鶉）（s ・

．
’一・s ・ t ）

　　　 　　　　＋ FSt ＋ Flw ＋ T ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（S ‘
≧ SBt の と き ）

となる ．こ こ で 租税以外 の 費用 E ，
は

， 式（15）か ら租税 T
，を控 除 し ， 次 の よ うにな る．

　　　 　　　　 　　　　 　　　 Fpt ＿1
　　　　　 （OP ，t．．，、 ＋ 08

、
＋　　　 　　 　 　　　　 　　　　 　　 ）S ‘

＋ FSt ＋ FN
‘

　　　　　 　　　　　　　　Sp ，，− 1

　　　　　 　　　　　　　　　　　（S ，
〈 SBt の と き ）

　　E
‘

＝ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（16）

　　　　　 … 一
＋ ・ s ＋｛籍 ・s ・ t ＋ ・VPt ・ 婦 欝；：… − s ・ ・

　 　 　 　 　 　 ＋ FSt ＋ FN ‘

　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　（S 、 ≧ SBt の とき ）

　また
， 式（9）に式（11）と式（16）を代入 す る こ とに よ っ て ，課税所得 π Tt は次の よ うに 求

め ら れ る ．

・・一
・ ・ ，・一・

一・ ・t ＋ 憙呈：ti’ti・s ・
＋ R ・ ・

一・・
’

s − … t ＋ δ1

　　　　　　　　　　（S ，
＜ SBt の と き）

　 　 π Tt ＝ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （17）

　　　　　　　（・ − Vp ，・一・
一・ ・ t ・ 吾1：：：｝）S ・ t ・ （・ − v ・ ・　一… 　−k’

i）（S ・
− S ・ ・）

　 　 　 　 　 　 　 ＋ RN ，
− FSt − FN ， ＋ δ‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　（S ♂
≧ SBt の と き）

　 したが っ て 費用 E
、
は

， 式 （17 ）を式（10）に代 入 し て 租税関数 を求め
， そ れ を式（15）に 代

入す る こ とに よ っ て 次 の よう に なる ．

（ア）SBt ＜ STt の 場 合

　　　　　　（v ・ ，・一・ ＋ VSt ・ 吾詈1辷1）s ・ ＋ FSt ・ F ・ ・

　　 　　　 　　　　 　　　　 　　　（S 、 ＜ SBt の と き ）

E
‘

＝

・・一 ＋ VSt ＋ 詈；：辷i… ’・ ω p ・ ・ VSt ＋ki・（・ − 8 …

＋ FSt ＋ FN ，

　　　　　　　　　　 （SB ，
≦ S

，
く STt の と き）

A… （St・ R … δ 1 ）・ （・− A・　T ）｛（Vp ，・一・ ＋ ・　lil　
・
・
　，9’

：ii，−ii）s ・ ・

　 　 　 　 　 　 　 Fp
‘

　＋ （vPt ＋ vst ＋　　　　　　　　　　）（s ‘
− SBt ）＋ FSt ＋ 17N

‘｝
　 　 　 　 　 　 　 SPt

　　　　　　　　　　 （S ・
≧ STt の と き）

（18）
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（イ）SBt ≧ STt の 場 合

　　　　　　ω 一 ・ ＋ v ・ t ・ 吾1：辷i・… F ・ ・ …
’

Nt

　　　　　　　　　　　　　　　　　（S ‘
＜ STt の と き ）

　　　　　　・ ・ ・… R ・ ・ ＋ δ ・ ）… 一・… （Vp ，・一・ ＋ v ・ t ＋ 詈1：1≡i・s

　 　　　　 　　 ＋ FSt ＋ F κ ‡ ｝

　 　Et ＝

　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　（STt ≦ S ，＜ SBt の と き ）

　　　　　　A… （s ・
＋ R … δ

・ ）・ （・一λ・ ）｛（v ・ ，t − ・ ＋ VSt ・ 吾lli≡｝）s ・ t

　　　　　　　・ ・Up ・ ・ VSt ＋｛語）（s ，
− SBt ）・ F ・ ・ ＋ F 副

　　　　　　　　　　　　　　　　　（S ‘
≧ SBt の と き）

（19）

　た だ し，本研 究で は
，

以 下 ，
一
般 的な状況 と考 え られ る

， （ア）SBt ＜ ST
，

’
の 場合の み を

取 り扱 うもの とす る ． また必 要 に応 じて ，（イ）SBt ≧ STt の 場 合 も費用 と 同様 に容易 に定

式化 で きる こ と を指摘 して お く． また STt は 課税所 得が ゼ ロ と な る 売上 高 （課 税分 岐 売上

高 ） と し ，
こ れ は 式（17）の左 辺 をゼ ロ とお き ， 売上 高 S

，
に つ い て 解 くこ とに よ っ て 求め

られ る ．

　STt ＝

　 　　　　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　 FPt
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1 − vPt − vSt −
　 　　　　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　 SPt

最後 に 当期純利益 π
‘
は

， 式（11 ）か ら式（18 ）を控除 して
， 次の よ うにな る ．

F ・・
＋・ … 恥 … ，一 ・ ・ t ・・・ … 畿：i−

s 。；・s ・ ・
一・6

・

π t
＝

・・一・
… ・

一・ ・ 一 吾1：1≡：・s ・ ＋ ・ … F … ∬・ ・

　　　　 　　　　 　　　 （S ，＜ SBt の と き ）

（・− v ・．・一・
− Vs ・

一　＆
t

：；≡｝）SBt

・ （・ 一
・ … ・ … 芻 ）（s ・

− SBt ）・ R ・ ・
− Fs 厂

F 脇

　　　　　　　　　　　 （SBt ≦ S
，
＜ STt の と き ）

（・− A・・ ）｛（・一・ 一
一・ ・ 厂 吾鴛 ）SBt

・ （
　　　　　　　　　　　Fp ‘

1 一
ひ P 厂 Vs 广

　　　　　　　　　　　SPt
）（s 厂 SBt ）・ R ・ ・

− F ・ t− F ・ ・ ト λ蟲

　　　　　　　　　　　 （St ≧ STtの と き）

（20）

（21）
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また生 産高 SPt を固定 した場合の 損益 分岐図 は 図 1 の よ うに な る ．

　次 に
， 目標利益 π t

＊ を達成する 売上 高 S
。 t

＊ は ，式（21）を売上 高 に つ い て 解 い て ，

　 　 　 　 　 　 　 FSt ＋ FN ，
− RN ， ＋ π t

＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （π
＊

t ＜ π Bt ）

　　　　　　・一
・

即
一・

一・ … 舞：旨

　　　　　　F ・ ・ ＋ ・・
’
・ ・

− R ・ … ．t
＊

＋ ・Vp ，t．・
− v ・ ・ ）s ・ t ＋ （

Fp ．，
− 1　 Fp

，

8 ρ ，一、 　 8 ρ ’

）s ・

s
π

＊
t

＝

　 　 　 　 　 　 　 Fp ，

1 − VPt − VSt −
　　　　　　　 8Pt

　　　　　　 （π Bt ≦ π t
＊ く π TOt ）

（22）

FSt ＋ FN ・
− RN ・ ＋ （Vp ，・＿・

− Vp ・）SBt ＋ （Sp　t − 、

一
；郭1）SEt ＋

λ

是萼圭
π t

＊

・− Vp ・
一

・ ・．t 一無
　　　　　　 〔π t

＊ ≧ π TOt ）

とな る． こ こ で ， π Bt は St ＝ SBt の ときの 利益 ，π TOt は St ＝ STt の と きの 利益 を表す ．

また，π 、

＊
＝ 0 の と き，式 （22）は 損益 分 岐売上 高 SBTt を表す ． こ こ で 式 （20），式 （22）よ

り明 らか な よ うに ，
一

般 に 課税分岐売上 高 と損益 分岐売上 高 は
一

致 しない ． これ らが
一

致

収
益
・

費
用

0 SBt 　 　 SBEt STt 売上 高

法人税等

営業外費用等

販 売 費 及 び
一
般管理 費

売上 原価

図 1　 損益分岐図
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す るの は δi＝ O の 場合の み で あ る （こ れ に 関す る議 論 は 山下 ［7］ を参照 ）．

　つ ぎに 目標売上高利益 率γ誘 を達 成 す る売上高 Srt ＊ を求め る ．売上高利益 率が ，

　　γ・

＊
・ 洗 　　　　　　　　　　　　　　　　 （23 ）

と定義 され る の で ， 目標 売上 高利 益 率達 成 売上 高は 式 （23）に式 （21）を代入 して 売上 高 に

つ い て 解 くこ とに よ っ て
， 次 の よ うに な る 。

　　　　　　　　　　FSt ＋ FN
，
− RN

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（γ t
＊ ＜ γ Bt

＊）

　　　　　　　
’

・一・
一

一・ … 吾晝：ii／ti− ・t
＊

　　　　　　　FSt ・ FN
，
− RN

・
＋ （Vp ．・

一・
− Vp

・）SBt ＋ （
Fp ，、

．、　 Fp
、

Sp，t − 、　 SPt
）SBt

s
γ 誘 ＝

・一・ … …
一齧 一…

Fs 、＋ FN 厂 RN 、 ＋ （Vp ，t− 、
＿Vp 、）SBt ＋ （

F ・・　・一・

（γBt ≦ γ t
＊ ＜ γ TOt ）

、 。 一 、

一芻 ・・ t ・ 焼

（24）

　　　　　　　　　　　　　・一
・ … ・ … 詈li− 、写T

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（γ t
＊ ≧ γ TOt ）

た だ し，γ B ，
は s

，
＝ SEt と きの 売上 高利益 率，γ T 。 t は S

、
＝ STt の と きの 売上高利益 率 を

そ れ ぞれ 表す．

　最 後 に ， M ／S 比率 mt ＊ を達 成 す る売上 高 S ． t
＊ を求 め る ．　 M ／S 比 率 は，

mt ＊
・

s
’

§呉
BE ¢

　 　 　 　 　 　 　 　 （25・

と定義 され
， 目標 MIS 比率達成売上 高 は式 （25 ）を売上 高 につ い て 解 くこ と に よ り， 次 の

よ うに 求め られ る ．

　 　　 　　 　　 　　 　 　 FSt ＋ F 　t
− RN ‘

　　　　　　　（・一
・・ ，t− ・

− Vs
・　一　9t：｝：i）（・− mt ・

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（mt ＊ ＜ MBt ）

Smt ＊
＝

FSt ＋ 1・
’
・ ，

− R … （Vpgt −一 VPt ）SBt ＋ （ぎ
P ・’一’ 一語 ＞SBt

　　 　　 　 　　 　 Fp ‘

（1一り Pt
− VSt −

　　 　　 　 　　 　 Sp 彡

）（1 − mt
＊

）

　（MBt ≦ η隔
＊ く MTOt ）

（26）
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F ・ t ＋ ・ N ・
− R ・ t ＋ （・ 一

一
… ）・ B ・ ＋ （詈；：；≡i一

舞）SBt ＋ 釜三第

　　　　　　　　　　　　（
　　　　　　　　　　　FPt1 − Vp 厂 Vs 厂

　　　　　　　　　　　SPt
）（・− mt

・
）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （mt ＊ ≧ mTOt ）

た だ し ， MBt は St　・ ＝　SBt と きの MIS 比率 ，
　 MTOt は St ・ STt の と きの MIS 比率 をそれ

ぞ れ表す ． また図 1 で 示 され て い る よ うに ， こ れ まで 述べ た利益 や 様 々 な 目標達成売上 高

は，売上総利益 ， 営業利益 お よび税引前当期純 利益 に 関 して も計算可能で あ る．

5． 目標達成領域分析 に つ い て

　つ ぎに
，
4．で示 した各種 目標 を売上 高S ，

一生 産高 SPt 平面 上 で 図 示す こ とを考える．

こ れ に よ っ て
， 任意 の S ， と8Pt が 与 えられ た と き ， そ の 組 み合 わ せ が どの 目標 を達 成 し

て い る か
， また それ が St や SPt の 変化 に 対 して どれ だ け安定 した位置 に ある か

， ある い

は 目標 間の 相互 関連性 は ど うな っ て い るの か ， と い っ た情報 を得 る こ とが 可能 とな る ．課

税分 岐売上 高 ， 損益分岐売上 高お よび 上 記の 各種 目標を ， そ れ ぞ れ課税分 岐線 ， 損益分 岐

線お よび 各種 目標達成 線 と し て 図示す る と図 2 の よ うに な る ．図 2 で 課税分 岐線 の 上 側 は

課税領域 を表 して お り， こ の 領域 に お い て は課税が な され る ．同様 に
， 損益分岐線 の 上 側

は利益 が 生 じ，逆 に 下 側 で は損失 が 生 じる． した が っ て 少 な くと も得 られ た 8 ， とSPt の

組 み 合わ せ が 損益分 岐線の 上側 に くる こ と が望 ま しい で あ ろ う． ま た こ の 状 況で は ，損益

分 岐線が 課税 分岐線 よ りも上 方 に ある の で ，利益 が 発 生 しな くて も課 税 され る こ とが 分 か る ，

そ して ，斜線部分 は与え られ た 目標が 全て 達成 され る領域 を表 して い る ． また図 2 で
， 点 A

は 売上 高が多少変化 して も 目標 が 達成 され る と期 待 され る が，点 B で は少 しで も売上 高が

減少す る と目標が達成 され な くな る とい っ た こ とも読み とる こ とが で きる ．さ らに こ の 図 を

用 い て 目標 間の 相互 関連性 を見 る こ と もで きる ．図 3 は 目標問の バ ラ ン ス の 悪 い 例で あ り，

他の 目標に対 して 目標売上 高利益 率達成線が か な り高 い 位置 に あ る こ とが読み 取れ る ．

　 さ らに ， 制約 条件 と して ， 次の 3 つ を考 える．

（1）販売制約 I

　　St ≦ St
， max 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）

（2）販売制約 H

　　8t ≦ SBt ＋ SPt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）

（3）製造制約 皿

　　Sp ‘ ≦ SPt
， max 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
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生
産
高

0 売上高

売上 高利益率達成線

利益 達成線
M ！S比率達 成線

分岐線

分 岐線

図 2　 課税分岐売上 高，損益 分岐売上 高お よ び各種 目標の 達成領域

生
産
高

0 売上高

目標売上高利益 率達成線

目標利益達成線

目標 MIS 比率達成線

　　　　　　　　図 3　 目標 間の 相互 関連性 （目標の バ ラ ン ス の 悪 い例 ）

　販 売制 約 1 は ，需 要 の 上 限 S 、，max をこ えて 販売す る こ と は で きな い こ とを述 べ て い る ．

また 販 売制約 llは
，

一
期 間の 売上 高 St は そ の 期 の 期首在庫高 SBt と生 産高 SPt の 和 よ り低

くな けれ ば な らな い こ とを述べ て い る ，最後に 製造制約 は ， 与 えられ た製造諸条件の 下 で ，

生産高 8Ptは 最大可 能生産高 SPt
， ma 。

よ りも低 くなけれ ば ば な らない こ と を述 べ て い る ．

こ れ らの 制約 を ， 図 2 に 加 える こ と に よ っ て
， 実行可 能で あ り，

か つ 各 目標が達 成 され る

領域 を図 4 の ご と く示す こ とが で きる ，ま た制約は
， （1）〜（3）に 示 した もの だけで は な く，
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生
産
高

O　 SBt

霧 一

St，m α x
売上 高

標売上 高利益率達 成線

標利益達成線

標 M ／S 比 率達成線

益分 岐線

税分岐線

　 　　　　　 　　　　 　 図 4　 目標達成領域 と実行可能領域

必 要に 応 じて 分析 に加 え る こ と も可 能で ある ，

6 ． 数値 モ デ ル に よ る検討

　 こ こ で は
， 数値 モ デ ル を用 い て

，
こ れ まで 述べ て きた こ と の 具 体的 な イメ ージ を与 える

と と もに ， 提 案 した モ デ ル の 使用方法 に つ い て 述べ る ．数値 デ
ー

タ は表 1 の よ うに与 えら

れ て い る もの とす る ． また 以 下 金額の 単位は 万 円 とす る ．まず 目標値 は
， 目標利益 π 諮 ＝

15
，
000 （目標 1＞， 目標売上 高利益率 γ，

＊
＝ 0．065 （目標 2）， 目標 M ／S比 率 mt ＊

＝ O．4

（目標 3）で あ る． さ ら に在庫政 策上 ，期末在庫高 は 10
，
000 以 上 50

，
000 以下 に 抑 えた い

（目標 4）もの とする．

　つ ぎに制約条件 は
， 需 要量 の 上 限 S ‘，． ． ．　

＝　300 ，000 （制 約 1）， 最大可 能生 産高

SPt ，＿
＝ 400

，
000 （制約 3）で ある 。 また 売上 高は生産 高 と期首在庫高の 和 よ り小 さ い ．

（制 約 2）．

　最後 に 当期売上 高は ほ ぼ 250
，
000 に な る と予 想 され る．

　これ らの 条件 の 下 に分析 を行 う． まず St − SPt平面 に 目標お よび制約 を図示す る と図 5

の ように なる ． こ の 図 か ら次 の こ とが読 み取れ る．

　（1）売上 高が 250
，
000 の と き， 全 て の 目標が 達 成 され るの は ，生 産高が お よそ 270

，
000

以 上 290
，
000 以 下 の 場合 で あ る ．

　（2）目標 間の バ ラ ン ス は 良さそ うで ある ．
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当 期 （t） 前 期 （t − 1）

製 造 変 動 費 率　（Up ） 020 0 ．19

販 売 変 動 費 率 （u の 0 ．05

製 造 固 定 費　（Fp ） 100
，
000 120

，
000

販 売 固 定 費 及 び
一

般 管 理 費　（F の

50 ，000

営 業 外 費 用 等 （FN ） 1
，
000

営 業 外 収 益 等 （RN ） 500

期 首 在 庫 高　（SB ） 10
，
000

生 産 高 （8P ） （注 1 ） 360
，
000

単 純 合 算 税 率　（λ T ） 0 ．56

正 味 加 算 額　（δ ） 5
，
000

（注 1）製造数量は ，現在検討中で あ る ．

表 1　 数値 デ ー タ

生 400，000 （＝ SP ，
max ）

産

高

A

万

円 300 ，000
）

200
，
000

100
，
000

0
100，000 200，000 　 　 　 　 300，000

　 　 　 　 （＝ Smax ）

売上 高 （万 円）

図 5　 目標達成領域 と実行可能領域 （数値 モ デル ）
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51
，

　　　　　　　 STt＝ 114
，
957

　　　　　　　図 6　 損益 分岐図 （Sp ，
　 ・　280

，
000 の と き）

　（3）通常 の 操業で 損益 分岐線 を下 回る こ とは な さそ うで ある ．

　（4）目標 2， 目標 3 お よび 目標 4 が ，生 産高の 決定 に 大 きく影響 を及ぼ しそ うで ある ．

こ れ らの 情 報 を もとに検討 を重 ね た結 果，生 産高 は 280
，
000 とす る こ と とな っ た ． こ の と

き全 て の 目標 は 達成 され ， 売上 高が予 想 に対 して ±10
，
000 以 内の 変化 で あれ ば こ の 状態 は

維持 され る ． また （St ，
Spt ）； （250 ，

000
，

280
，
000 ）の と きの 各目標 の 値 は ， 利益 π t　 ＝

18
，
343

， 売上高利益 率 γ t
・ O．073 ， M ／S 比率 mt ＝ 0．42，期末在庫高 は 40

，
000 で あ り，

こ れ は与 え られ た制約の 下 で 全 て の 目標が達成 され る こ とを示 して い る ．ま た こ の 時，租

税額は 29
，
709 で あ る． さ らに Spt ＝ 280

，
000 の とき損益分岐売上高は ， 143

，
883 で あ り，

課税分岐売上 高 は 114
，
957 で ある ． こ の 場合 の 損益分 岐図 は

， 図 6 の よ うに な る． こ れ は

図 1 と異な り ， 利益 が発生 しな くて も課税 され る状 況で ある こ とが わ か る ．

7． お わ り に

　本 研 究 で は ， まず全 部原価計算の 下 で の 損益分 岐分析 を ， そ れ に租税関数 を導 入す る と

こ と に よ っ て
， 各種利 益や 租税 に 関連 す る情報 を提供で き る技法 へ と拡張 した ． さ ら に こ

れ に よ っ て 得 られ た 3 つ の 税引 後の 目標 や損益 分岐売上高 ，あ る い は 3 つ の 制約等 を S
、
−

SPt 平 面 に 図示す る こ とに よ り， 各 目標達成領域 や 実行可 能領域 を視 覚的 に表現で きる よ

うに な っ た ．こ れ を用 い る こ と に よ っ て
， 任意 の S とSp が 与 え られ た と き， そ の 組 み合

わ せ が どの 目標 を達成 して い るか ， また そ れ が S
，や SPt の 変化 に対 して ど れ だ け安定 し

た位 置 に あ る か ，ある い は 目標 間 の 相互 関連 性 は ど うな っ て い るの か
，

と い っ た情報 を得
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るこ とが 可 能 とな っ た ．ま た本研 究で は
， 当期純利益 に 関する もの しか 明示的 に 取 り扱 っ

て い な い が ， 前述 した よ うに ， 必 要 に応 じて そ の 他 の 各種 利益 に 関 して も同様 に展開す る

こ とが 可 能で あ る （例 えば ， 目標 売上 高経常 利 益 率 の 達成 領 域 や 税 引 前損益 分 岐線 等 も図

4 に 加 える こ とが で きる ），
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 Introduction  of  Tax  Functions  and  Target
          '

Attainability  Region  Analysis  to Breakeven

      Analysis  under  Absorption  Costing

Hiroki Yamashita'

                             Abstract

  Traditional breakeven  analysis  has been  expanded  into many  variations,  such

as  multiproduct  CVP  analysis,  CVP  analysis  under  uncertainty,  Breakeven

analysis  under  absorption  cogting  is also  the variation  of  it, which  is usefu1  when

we  can  not  assume  an  identity of  sales  and  production amounts.  But, this analy-

sis  gives  management  no  information  about  corporate  income  taxes.  It is neces-

sary  to provide tax-related information  for management.

 To  provide usefu1  information  for short-term  profit planning, this study  will:

  (1) derive the  taxes  functions of  sales  and  production amounts  based  on  the

aecrual  basis and  introduce these  functions to breakeven analysis  under  absorp-

tion costing;

  (2) derive the breakeven  function and  some  target functions, such  as  the tar-

get profit function, the target margin  of  safety  ratio  function, and  the target

return  on  sales  function, of'sales  and  production  amounts;  and

  (3) demonstrates  above  ,target functions with  some  constraints,  such  as  the

sales  constraint  and  the  production  contraint,  to show  attainable  and  feasible
reglDn.

                            Key  words

Breakeven  analysis,  Absorption costing,  Corporate  incoMe  taxes,  Attainable

region,  Feasible region
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